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テーマ：「令和 3年度税制大綱の概要」 

令和 3 年度の税制改正大綱が閣議決定されました。ポストコロナ時代における経済の転換と好循

環を実現するため、投資促進税制の創設や中小企業の事業再構築を促す税制などが創設される予定

です。今回は、主な改正事項を紹介します。 

 

1. 法人課税関連 

デジタルトランスフォーメーション投資促進税制の創設 

＜対象資産＞ デジタル技術を活用した企業変革に必要なクラウド技術を活用するハードウェア及

びソフトウェア 

＜制度概要＞ 特別償却３０％又は税額控除３％（５％） 

カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の創設 

＜対象資産＞ 脱炭素化効果のある製品生産設備又は生産工程等の脱炭素化と付加価値向上を両立 

する設備 

＜制度概要＞ 特別償却５０％又は税額控除１０％ 

活発な研究開発を維持するための研究開発税制の見直し 

＜制度概要＞ 一般型・中小企業基盤強化税制の控除上限 法人税の２５％→３０％ 

コロナ禍を踏まえた賃上げ及び投資促進に係る税制の見直し   ※中堅・大企業向け 

＜適用要件＞ 新規雇用者給与等支給額 前年比２％以上増加 

＜制度概要＞ 税額控除 新規雇用者給与等支給額の１５％ 

繰越欠損金の控除上限の特例の創設   ※中堅・大企業向け 

＜欠損金の範囲＞ コロナ禍に生じた欠損金 

＜制 度 概 要＞ 最長５事業年度 控除上限１００％ 

株式対価Ｍ＆Ａを促進するための措置の創設 

＜制度概要＞ 買収会社が自社株式を買収対価としてＭ＆Ａを行う場合、対象会社株主は株式譲渡益 

が生じても買収会社株式を譲渡するまで課税を繰り延べる。 

中小企業の経営資源の集約化に資する税制の創設 

＜適用要件＞ 生産性向上等計画に基づきＭ＆Ａを実施した場合の設備投資・雇用確保・リスク準備 

金積立 

＜制度概要＞ 設備投資 全額即時償却又は、税額控除１０％（７％） 

雇用確保 給与支給総額の増加額の２５％税額控除 

リスク準備金積立 投資額の７０％限度として損金算入  
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中小企業向け投資促進税制等の延長 

  中小企業投資促進税制    適用が令和５年３月３１日まで延長 

対象業種に不動産業と物品貸付業が追加 

 中小企業経営強化税制    適用期限が令和５年３月３１日まで延長 

対象資産に経営資源集約化設備（Ｄ類型）が追加 

中小企業における所得拡大促進税制の見直し 

＜改正前＞ 継続雇用者給与等支給額前年比１．５％以上増加 

＜改正後＞ 雇用者給与等支給額が前期比１．５％以上増加 

2. 個人所得課税関連 

住宅ローン控除の拡充 

住宅ローン控除の控除期間を１３年とする特例が延長。また、適用要件が緩和され以下のように変
更されました。 

適用要件 契約時期 入居時期 

・合計所得金額１，０００万円以下 

・床面積４０㎡以上 
＜新築＞ 

Ｒ２年１０月１日～Ｒ３年９月３０日 

＜分譲住宅・中古住宅他＞ 

Ｒ２年１２月１日～Ｒ３年１１月３０日 

Ｒ３年１月１日～ 

Ｒ４年１２月３１日 ・合計所得金額３，０００万円以下 

・床面積５０㎡以上 
 

退職所得課税の適性化 

令和４年度以後の所得税において、勤続５年以下の従業員についても退職所得控除後の金額が 
３００万円超の部分については、２分の１課税の適用対象外となりました。 

3. 納税環境整備 

税務関係書類の押印義務の見直し 

税務署長等に提出する税務関係書類において実印及び印鑑証明書を求めている手続きを除き、押印
義務の廃止。 

電子帳簿等保存制度の見直し 

＜帳  簿＞ 税務署長の事前承認廃止 
モニタ・説明書の備付け等最低限の要件を満たす場合、電子データ保存で可能。 
信頼性の高い電子帳簿は、過少申告加算税５％軽減、青色控除１０万円上乗せ 

＜請求書等＞ 税務署長の事前承認廃止 
スキャナ後直ちに原本の廃棄が可能 
タイムスタンプ付与までの期間を最長約２か月以内。 
検索要件を日付・金額・取引先に限定 ※一定の小規模事業者は不要 

スマートフォンを使用した決済サービスによる納付手段の創設 

納付書で納付できる国税が対象（税目の制限なし）。税額は 30万円以下 

上記の詳細は、財務省ＨＰにて確認できます。 
＜https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2021/20201221taikou.pdf＞ 

https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2021/20201221taikou.pdf

